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岸信介政権期日米関係と東南アジア開発問題

岸
信
介
政
権
期
日
米
関
係
と
東
南
ア
ジ
ア
開
発
問
題

浜　
　

岡　
　

鷹　
　

行

は
じ
め
に

　

一
九
四
〇
年
代
後
半
以
後
、
米
国
の
対
日
占
領
政
策
転
換
、
共
産
党
政
権
の
成
立
に
よ
る
中
国
「
喪
失
」
な
ど
、
冷
戦
が
欧
州
か

ら
ア
ジ
ア
に
も
拡
大
す
る
中
で
、
工
業
国
の
日
本
と
未
開
拓
の
資
源
と
市
場
を
有
す
る
東
南
ア
ジ
ア
と
を
経
済
的
に
結
合
す
る
構
想

の
検
討
を
日
米
両
国
が
開
始
し
た
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
朝
鮮
戦
争
の
勃
発
と
中
国
参
戦
で
、
日
本
と
中
国
大
陸
の
経
済
関

係
を
拡
大
す
る
可
能
性
が
ほ
ぼ
断
た
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
残
る
唯
一
の
近
隣
市
場
へ
の
経
済
進
出
を
可
能
と
す
る
た
め
、
ま
た
地
域

は
じ
め
に

一
．
ラ
ン
ド
ー
ル
提
案

二
．
岸
構
想

三
．
ヤ
ン
グ
報
告
書
と
「
藤
山
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
」

四
．
岸
構
想
の
終
焉

お
わ
り
に
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の
安
定
化
に
よ
る
共
産
主
義
浸
透
を
防
ぐ
た
め
に
、
日
米
両
国
は
東
南
ア
ジ
ア
の
開
発
を
模
索
す
る
こ
と
と
な
る（

（
（

。

　

特
に
日
本
が
関
心
を
寄
せ
た
の
が
地
域
主
義
的
な
開
発
構
想
だ
っ
た
。
米
国
か
ら
必
要
な
資
金
の
提
供
を
受
け
て
東
南
ア
ジ
ア
を

開
発
す
る
構
想
は
、
吉
田
茂
政
権
末
期
の
「
ア
ジ
ア
・
マ
ー
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
」
を
皮
切
り
に
、
鳩
山
一
郎
政
権
期
に
も
様
々
な
機
会

に
提
唱
さ
れ
る（

（
（

。
こ
れ
は
米
国
の
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ワ
ー
（D

w
ight D

. Eisenhow
er

）
政
権
の
時
々
の
対
外
援
助
政
策
再
検
討
の
動
向

に
呼
応
す
る
形
で
提
唱
さ
れ
た
も
の
で
も
あ
っ
た（

（
（

。

　

一
九
五
七
年
に
誕
生
し
た
岸
信
介
政
権
は
、「
東
南
ア
ジ
ア
開
発
基
金
」
構
想
（
以
下
、
岸
構
想
）
を
提
唱
し
、
構
想
へ
の
支
援
を

米
国
に
求
め
た
。
同
構
想
は
内
容
的
に
は
過
去
提
唱
さ
れ
た
諸
構
想
の
延
長
線
上
に
あ
る
も
の
と
評
価
さ
れ
て
い
る（

（
（

。
米
国
政
府
は

岸
構
想
へ
の
協
力
を
拒
否
す
る
が
、
い
か
な
る
プ
ロ
セ
ス
で
岸
構
想
は
断
念
さ
れ
る
に
至
っ
た
の
か
。
既
に
多
く
の
研
究
が
存
在
す

る
が
、
本
稿
は
そ
の
発
端
か
ら
一
九
五
七
年
末
の
米
国
政
府
に
よ
る
岸
構
想
拒
否
声
明
公
表
を
め
ぐ
る
日
米
交
渉
ま
で
を
描
く
こ
と

で
、
こ
れ
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
あ
る
。

一
．
ラ
ン
ド
ー
ル
提
案

　

一
九
五
六
年
一
二
月
、
ラ
ン
ド
ー
ル
（Clarence B. Randall

）
対
外
経
済
政
策
会
議
（
Ｃ
Ｆ
Ｅ
Ｐ
）
議
長
は
ア
ジ
ア
諸
国
を
視
察

し
、
ア
ジ
ア
の
地
域
協
力
に
関
す
る
報
告
書
を
作
成
し
た（

（
（

。
報
告
書
は
地
域
の
政
治
・
経
済
が
不
均
衡
に
発
展
し
、
多
く
の
天
然
資

源
が
未
開
発
の
ま
ま
資
本
不
足
で
開
発
で
き
な
い
ま
ま
で
あ
る
こ
と
、
と
も
す
れ
ば
発
展
を
阻
害
す
る
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
が
各
国
に

広
が
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
問
題
と
し
て
指
摘
し
、
従
来
未
着
手
の
域
内
協
力
を
促
進
す
べ
き
時
が
来
て
い
る
と
結
論
し
た
。

　

報
告
書
の
背
景
に
は
、
ソ
連
な
ど
の
共
産
主
義
諸
国
に
よ
る
「
平
和
攻
勢
」
へ
の
警
戒
が
あ
っ
た
。
一
九
五
五
年
頃
か
ら
ソ
連
は

第
三
世
界
へ
の
経
済
援
助
を
強
化
し
、
特
に
ア
ジ
ア
で
は
中
国
と
連
携
し
な
が
ら
自
由
陣
営
と
地
域
諸
国
の
離
間
を
試
み
て
い
た（

（
（

。
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こ
の
問
題
に
つ
い
て
ラ
ン
ド
ー
ル
は
既
に
調
査
検
討
を
指
示
し
て
い
た（

（
（

。

　

翌
年
一
月
二
二
日
、
ラ
ン
ド
ー
ル
は
米
国
が
軍
事
的
・
経
済
的
な
援
助
を
与
え
て
い
る
諸
国
の
域
内
協
力
を
協
議
す
る
国
際
会
議

の
開
催
を
ダ
レ
ス
（John Foster D

ulles

）
国
務
長
官
に
提
案
す
る
。
提
案
は
最
初
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
米
国
政
府
関
係
者
に
よ
る

会
議
を
三
月
に
開
き
た
い
と
す
る
性
急
な
も
の
だ
っ
た（

（
（

。

　

ラ
ン
ド
ー
ル
が
構
想
の
鍵
を
握
る
と
考
え
て
い
た
の
が
、
域
内
有
数
の
経
済
力
・
技
術
力
を
持
つ
日
本
だ
っ
た
。
ラ
ン
ド
ー
ル
は

ダ
レ
ス
へ
の
提
案
に
先
立
ち
、
駐
日
大
使
に
内
定
し
て
い
た
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
（D

ouglas M
acA

rthur II

）
国
務
省
参
事
官
と
会
談

し
、
自
ら
の
構
想
と
日
本
の
重
要
性
を
説
明
し
て
い
た
。
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
も
前
年
春
の
ダ
レ
ス
の
極
東
歴
訪
に
参
加
し
た
こ
と
で
同

様
の
認
識
を
抱
い
て
お
り
、
構
想
に
賛
同
す
る
と
と
も
に
、
日
本
の
将
来
と
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
は
密
接
な
関
係
が
あ
る
と
い
う
見

解
を
示
し
た
。
そ
れ
は
、
日
本
の
経
済
発
展
に
お
け
る
第
一
の
課
題
は
輸
出
市
場
の
確
保
で
あ
り
、
最
大
の
輸
出
先
の
米
国
で
日
本

製
品
の
輸
入
制
限
運
動
が
激
化
す
る
中
、
東
南
ア
ジ
ア
が
市
場
と
し
て
提
供
さ
れ
な
い
な
ら
、
日
本
は
共
産
主
義
諸
国
に
接
近
せ
ざ

る
を
得
な
い
と
い
う
も
の
だ
っ
た（

（
（

。

　

二
月
四
日
、
ダ
レ
ス
、
ロ
バ
ー
ト
ソ
ン
（W

alter S. Robertson

）
極
東
担
当
国
務
次
官
補
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
ら
は
今
後
の
対
日

政
策
を
協
議
し
、
ラ
ン
ド
ー
ル
提
案
も
議
題
と
な
っ
た
。
協
議
の
結
果
、
ア
ジ
ア
で
の
地
域
協
力
を
検
討
す
る
に
は
、
ま
ず
日
本
の

考
え
を
把
握
す
る
こ
と
が
有
益
と
の
判
断
が
な
さ
れ
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
日
本
に
着
任
次
第
、
駐
日
米
国
大
使
館
の
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ

（Frank A
. W

aring

）
経
済
担
当
参
事
官
と
共
に
、
非
公
式
か
つ
秘
密
裏
に
日
本
政
府
の
考
え
を
探
る
方
針
が
固
ま
る（

（1
（

。
そ
れ
ま
で

日
本
が
東
南
ア
ジ
ア
開
発
の
必
要
を
訴
え
て
い
た
こ
と
は
、
国
務
省
に
強
い
印
象
を
与
え
て
い
た（

（1
（

。
一
五
日
に
正
式
な
訓
令
が
発
出

さ
れ
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
一
九
日
の
岸
信
介
内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理
と
の
最
初
の
会
談
で
こ
の
問
題
を
切
り
出
す
こ
と
と
な
る
。

マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
私
的
な
見
解
と
断
り
つ
つ
も
、
提
案
が
ア
ジ
ア
側
か
ら
な
さ
れ
る
の
を
重
視
し
て
い
る
こ
と
も
伝
え
た（

（1
（

。

　

岸
は
日
本
外
交
の
「
五
つ
の
原
則
」
の
一
つ
と
し
て
「
対
米
外
交
の
強
化
」
を
唱
え
て
お
り
、
ま
た
経
済
協
力
分
野
で
日
本
は
東
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南
ア
ジ
ア
諸
国
と
米
国
を
仲
介
し
う
る
と
主
張
し
て
い
た（

（1
（

。
直
前
に
岸
は
、
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ワ
ー
の
依
頼
を
受
け
、
対
外
援
助
政
策
の

再
検
討
の
た
め
極
東
を
歴
訪
し
て
い
た
フ
ェ
ア
レ
ス
（Benjam

in F. Fairless

）
と
も
会
談
し
て
お
り
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
の
打
診
を

米
国
政
府
の
政
策
変
化
の
徴
候
と
認
識
し
た
こ
と
は
想
像
に
難
く
な
い（

（1
（

。
内
密
に
協
議
し
う
る
政
府
関
係
者
を
指
名
し
て
欲
し
い
と

の
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
の
申
し
出
に
、
岸
は
快
く
応
じ
た
。

　

岸
と
の
会
談
に
前
後
し
、
他
の
機
会
に
も
米
国
政
府
の
意
向
は
日
本
側
に
伝
え
ら
れ
た
。
一
月
二
三
日
、
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ
は
湯
川

盛
夫
外
務
省
経
済
局
長
と
の
日
米
定
例
会
議
の
席
上
、
ラ
ン
ド
ー
ル
が
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
お
け
る
日
米
協
力
に
強
い
関
心
を
示
し

て
お
り
、
ま
た
フ
ェ
ア
レ
ス
の
訪
日
も
あ
り
、
駐
日
大
使
館
も
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
伝
え
て
い
た（

（1
（

。
岸
と
の
会

談
の
翌
日
開
催
さ
れ
た
定
例
会
議
で
も
、
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ
は
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
「
東
南
ア
ジ
ア
経
済
開
発
こ
そ
は
日
米
協
力
の
最
も

重
要
な
問
題
な
り
と
意
気
込
ん
で
」
い
る
こ
と
を
湯
川
に
伝
え
、
日
本
側
の
考
え
を
十
分
に
研
究
整
理
す
る
よ
う
促
し
た（

（1
（

。

　

三
月
三
日
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
と
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ
は
岸
の
指
名
を
受
け
た
湯
川
や
千
葉
皓
欧
米
局
長
ら
と
会
談
し
た
。
し
か
し
岸
の

態
度
と
は
対
照
的
に
、
実
務
担
当
者
た
ち
の
発
言
は
消
極
的
な
も
の
だ
っ
た
。
彼
ら
は
日
本
に
よ
る
大
胆
な
構
想
の
提
示
は
、
東
南

ア
ジ
ア
諸
国
に
過
去
の
侵
略
を
想
起
さ
せ
た
り
、
日
本
が
経
済
的
な
支
配
を
狙
っ
て
い
る
と
の
誤
解
を
与
え
た
り
す
る
こ
と
で
、
長

期
的
な
関
係
を
損
な
う
恐
れ
が
あ
る
と
語
っ
た
。
実
は
こ
の
認
識
は
一
ヶ
月
前
の
フ
ェ
ア
レ
ス
と
岸
と
の
会
談
に
備
え
外
務
省
が
準

備
し
た
回
答
と
変
わ
ら
ぬ
も
の
だ
っ
た（

（1
（

。
ま
た
彼
ら
は
他
に
、
従
来
日
本
が
様
々
な
機
会
に
提
案
し
た
地
域
主
義
構
想
に
米
国
が
消

極
的
な
反
応
を
示
し
て
き
た
こ
と
に
失
意
を
抱
い
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
米
国
側
の
関
与
が
明
確
に
な
ら
な
い
限
り
、
日
本
は
こ
う
し

た
構
想
の
提
案
に
踏
み
だ
す
意
思
は
な
い
と
も
述
べ
た
。
日
米
間
で
協
力
可
能
な
案
件
と
し
て
彼
ら
が
示
し
た
の
は
、
国
別
・
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
別
の
経
済
協
力
で
あ
っ
た
。

　

駐
日
大
使
館
は
会
談
内
容
を
踏
ま
え
、
地
域
主
義
的
な
手
段
で
は
な
く
、
日
本
側
の
示
し
た
よ
う
な
個
別
の
経
済
協
力
を
進
め
る

た
め
の
担
当
官
会
議
の
実
施
が
望
ま
し
い
こ
と
を
国
務
省
に
報
告
す
る（

（1
（

。
三
月
一
八
日
、
国
務
省
は
ア
ジ
ア
地
域
の
在
外
公
館
に
一
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連
の
経
緯
を
説
明
し
た
上
で
、
任
国
の
予
想
さ
れ
る
反
応
を
回
答
す
る
よ
う
訓
令
し
た（

（1
（

。
回
答
は
月
末
ま
で
に
寄
せ
ら
れ
た
が
、
そ

の
大
半
は
、
各
国
は
自
国
の
経
済
開
発
に
専
念
し
て
お
り
、
ま
た
日
本
の
経
済
支
配
を
恐
れ
て
い
る
と
い
う
も
の
で
、
日
本
側
の
認

識
の
妥
当
性
を
示
し
て
い
た（

（2
（

。

　

四
月
に
入
り
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
同
年
一
月
の
国
際
連
合
ア
ジ
ア
極
東
経
済
委
員
会
（
Ｅ
Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｅ
）
で
、
日
本
と
イ
ン
ド
が
提

案
し
た
域
内
貿
易
会
議
の
構
想
が
、
参
加
各
国
の
政
治
的
立
場
の
違
い
、
日
本
へ
の
警
戒
感
な
ど
を
理
由
に
否
決
さ
れ
た
こ
と
を
知

り
、
国
別
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
別
の
経
済
協
力
推
進
に
自
身
の
結
論
を
固
め
始
め
る（

（2
（

。
ま
た
、
国
務
省
で
こ
の
問
題
を
主
管
す
る
こ
と

と
な
っ
た
経
済
局
も
地
域
主
義
は
ブ
ロ
ッ
ク
化
に
つ
な
が
り
、
政
権
の
掲
げ
る
自
由
貿
易
原
則
と
合
致
し
な
い
と
難
色
を
示
し
た（

（2
（

。

一
連
の
報
告
を
受
け
た
ラ
ン
ド
ー
ル
は
徐
々
に
態
度
を
変
化
さ
せ
、
当
面
は
個
々
の
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進
め
る
の
が
妥
当
と
し

つ
つ
、
包
括
的
に
問
題
を
討
議
す
る
た
め
の
省
庁
間
委
員
会
の
開
催
を
求
め
る
よ
う
に
な
る（

（2
（

。
こ
れ
を
受
け
て
五
月
に
設
置
さ
れ
た

の
が
、
ヤ
ン
グ
（K

enneth T
. Y

oung Jr.
）
国
務
省
極
東
局
東
南
ア
ジ
ア
部
長
を
座
長
と
し
、
国
務
・
商
務
・
財
務
・
農
務
の
各
省

と
国
際
協
力
局
（
Ｉ
Ｃ
Ａ
）
で
構
成
さ
れ
る
省
庁
間
委
員
会
「
ア
ジ
ア
地
域
経
済
開
発
と
協
力
に
関
す
る
委
員
会
」（
ヤ
ン
グ
委
員

会
）
だ
っ
た（

（2
（

。

二
．
岸
構
想

　

皮
肉
に
も
、
米
国
政
府
が
地
域
主
義
構
想
か
ら
後
退
し
つ
つ
あ
っ
た
頃
よ
り
、
日
本
政
府
は
地
域
主
義
的
な
構
想
の
検
討
を
開
始

し
た
。
検
討
の
理
由
と
し
て
は
、
欧
州
共
同
市
場
の
誕
生
や
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
で
審
議
中
の
特
別
経
済
開
発
基
金
（
Ｓ
Ｕ
Ｎ

Ｆ
Ｅ
Ｄ
）
に
対
し
て
、
従
来
地
域
協
力
に
消
極
的
と
目
さ
れ
た
ア
ジ
ア
諸
国
が
好
意
的
な
反
応
を
見
せ
て
い
る
こ
と
に
日
本
が
着
目

し
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る（

（2
（

。
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し
か
し
こ
れ
ら
の
要
因
以
上
に
重
要
だ
っ
た
の
は
岸
の
意
志
で
あ
ろ
う
。
先
に
触
れ
た
と
お
り
、
岸
は
日
本
を
仲
介
役
と
し
て

「
ア
メ
リ
カ
資
本
と
、
日
本
の
経
営
力
、
技
術
力
、
工
作
力
」「
現
地
の
資
源
」
を
結
合
し
た
「
相
互
受
益
の
理
想
的
フ
ォ
ー
ム
」
を

構
築
し
う
る
と
考
え
て
い
た
。
岸
の
ア
イ
デ
ア
に
、
二
月
の
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
の
打
診
が
火
を
付
け
た
と
考
え
ら
れ
る（

（2
（

。

　

岸
と
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
、
六
月
の
訪
米
に
向
け
論
点
を
整
理
す
る
た
め
の
予
備
会
談
を
繰
り
返
し
行
っ
た
。
岸
は
四
月
一
〇
日
の

最
初
の
会
談
で
、
日
本
側
の
国
民
感
情
を
傷
つ
け
、
日
米
関
係
強
化
の
障
害
と
な
っ
て
い
る
問
題
と
し
て
、
米
国
の
国
防
政
策
へ
の

反
感
、
日
米
安
全
保
障
関
係
の
非
対
等
性
、
領
土
問
題
、
米
国
の
輸
入
制
限
運
動
や
対
中
共
貿
易
へ
の
対
応
な
ど
を
指
摘
し
た（

（2
（

。
そ

し
て
四
月
一
七
日
の
第
三
回
会
談
で
、
岸
は
日
米
関
係
に
お
い
て
安
全
保
障
問
題
が
「
過
剰
に
強
調
」
さ
れ
て
お
り
、
経
済
関
係
に

も
関
心
を
向
け
ら
れ
る
べ
き
だ
と
述
べ
て
「
東
南
ア
ジ
ア
開
発
基
金
構
想
」
の
ト
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
を
手
交
し
、
概
要
を
説
明
し

た
。
構
想
は
開
発
資
金
を
融
資
す
る
ア
ジ
ア
開
発
基
金
他
の
機
関
を
設
置
し
、
域
内
開
発
に
必
要
な
資
金
の
供
給
や
、
貿
易
決
済
や

地
域
内
の
生
産
物
の
価
格
安
定
を
行
う
も
の
だ
っ
た
。
基
金
の
開
設
の
た
め
、
岸
は
米
国
の
資
金
的
援
助
を
要
請
し
た（

（2
（

。

　

既
に
地
域
主
義
構
想
に
消
極
的
な
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
、
日
本
と
東
南
ア
ジ
ア
と
の
関
係
強
化
へ
の
協
力
が
米
国
政
府
の
方
針
で
あ

る
こ
と
、
国
務
省
に
報
告
し
た
上
で
正
式
な
回
答
が
な
し
う
る
こ
と
を
述
べ
た
上
で
、
個
人
的
な
見
解
と
し
な
が
ら
、
地
域
主
義
構

想
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
指
摘
し
、
国
別
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
別
の
開
発
を
進
め
る
の
が
望
ま
し
い
と
述
べ
た
。
指
摘
し
た
問
題
点
は
、
新

設
さ
れ
る
地
域
機
構
が
既
存
の
地
域
機
構
の
機
能
を
損
な
う
と
い
う
懸
念
を
生
む
こ
と
、
参
加
国
間
の
調
整
が
困
難
な
こ
と
、
ナ

シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
に
満
ち
、
日
本
や
米
国
な
ど
に
よ
る
経
済
支
配
を
恐
れ
、
ま
た
日
本
の
侵
略
を
経
験
し
て
い
る
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
に

警
戒
感
を
抱
か
せ
る
と
い
っ
た
点
で
あ
っ
た
。
包
括
的
な
コ
メ
ン
ト
は
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
地
域
主
義
構
想
を
否
定
す
る
立
場
で
あ

る
こ
と
を
う
か
が
わ
せ
る
も
の
だ
っ
た
。

　

米
国
政
府
は
三
月
に
日
本
及
び
ア
ジ
ア
各
国
の
意
向
の
確
認
を
終
え
て
ヤ
ン
グ
委
員
会
に
よ
る
検
討
を
開
始
す
る
段
階
に
あ
り
、

岸
構
想
は
米
国
政
府
内
の
議
論
の
方
向
性
が
見
え
つ
つ
あ
る
中
で
持
ち
込
ま
れ
た
提
案
だ
っ
た
。
岸
・
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
予
備
会
談
の
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他
の
議
題
は
国
務
省
と
駐
日
大
使
館
の
間
で
様
々
な
検
討
が
行
わ
れ
た
様
子
が
確
認
で
き
る
が
、
岸
構
想
の
提
案
に
は
国
務
省
本
省

は
何
ら
の
反
応
も
示
さ
な
か
っ
た
。

　

マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
言
及
し
た
の
は
、
約
一
ヶ
月
後
の
五
月
一
五
日
の
会
談
だ
っ
た
。
こ
れ
は
訪
米
時
の
様
々

な
議
題
の
一
つ
と
し
て
言
及
し
た
も
の
で
、
訓
令
が
な
い
中
で
の
発
言
は
原
則
と
し
て
の
支
持
を
繰
り
返
す
に
留
ま
っ
た
。
た
だ
し

マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
新
た
に
、
こ
の
構
想
は
米
国
政
府
の
予
算
に
絡
む
た
め
連
邦
議
会
と
の
調
整
が
必
要
で
あ
る
と
述
べ
て
い
る（

（2
（

。
折

か
ら
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ワ
ー
が
設
立
を
目
指
し
て
い
た
開
発
借
款
基
金
（
Ｄ
Ｌ
Ｆ
）
は
、
三
年
間
に
初
年
度
五
億
ド
ル
、
以
後
各
七
億
五

〇
〇
〇
万
ド
ル
の
予
算
を
要
求
す
る
も
、
連
邦
議
会
で
初
年
度
三
億
ド
ル
、
次
年
度
以
降
六
億
二
五
〇
〇
万
ド
ル
に
削
減
さ
れ
る
憂

き
目
に
あ
っ
て
い
た（

（3
（

。
岸
構
想
の
前
途
多
難
を
警
告
す
る
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
へ
の
応
答
は
特
に
な
く
、
五
月
二
〇
日
、
岸
は
岸
構
想
を

手
に
第
一
次
東
南
ア
ジ
ア
歴
訪
に
出
発
す
る
。

　

さ
て
、
岸
構
想
に
難
色
を
示
し
た
駐
日
大
使
館
で
あ
る
が
、
そ
の
後
は
岸
構
想
を
米
国
政
府
内
で
受
け
入
れ
さ
せ
る
よ
う
な
動
き

を
と
る
。
第
一
に
取
り
組
ん
だ
の
は
岸
訪
米
時
の
会
談
に
向
け
た
ポ
ジ
シ
ョ
ン
・
ペ
ー
パ
ー
案
の
修
正
だ
っ
た
。
駐
日
大
使
館
は
作

成
さ
れ
た
原
案
が
岸
構
想
を
「
実
現
不
可
能
で
望
ま
し
く
も
な
い
」
と
評
価
し
た
記
述
な
ど
を
削
除
し
、
具
体
的
な
対
応
は
「
今
後

（
ヤ
ン
グ
委
員
会
で
）
検
討
さ
れ
る
」
と
修
正
す
る
よ
う
コ
メ
ン
ト
し
た（

（3
（

。
そ
の
後
の
修
正
作
業
は
詳
ら
か
で
は
な
い
が
、
訪
米
直
前

に
準
備
さ
れ
た
最
終
版
は
駐
日
大
使
館
の
コ
メ
ン
ト
に
沿
う
も
の
と
な
っ
て
い
る（

（3
（

。
ま
た
六
月
二
四
日
、
岸
訪
米
に
合
わ
せ
て
帰
米

し
た
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
ヤ
ン
グ
委
員
会
に
参
考
人
と
し
て
出
席
し
、
岸
構
想
は
日
本
と
東
南
ア
ジ
ア
双
方
に
利
益
を
も
た
ら
す
も
の

で
あ
る
と
構
想
を
擁
護
し
た（

（3
（

。

　

日
本
側
に
見
せ
た
態
度
に
比
べ
、
岸
構
想
に
前
向
き
と
さ
え
見
え
る
駐
日
大
使
館
の
動
き
は
、
彼
ら
の
岸
に
対
す
る
評
価
か
ら
説

明
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。
日
本
の
「
中
立
化
」
が
危
惧
さ
れ
る
中
で
、
親
米
の
姿
勢
を
示
す
岸
を
米
国
政
府
、
特
に
駐
日
大
使
館
が

高
く
評
価
し
た
こ
と
は
先
行
研
究
で
指
摘
さ
れ
て
い
る（

（3
（

。
ま
た
彼
ら
は
、
岸
が
東
南
ア
ジ
ア
開
発
問
題
で
「
独
自
色
」
を
打
ち
出
し
、
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成
果
を
挙
げ
る
野
心
を
抱
い
て
い
る
と
の
情
勢
判
断
を
三
月
の
時
点
で
行
っ
て
い
た（

（3
（

。
駐
日
大
使
館
は
「
日
米
新
時
代
」
を
ア
ピ
ー

ル
す
る
場
と
し
て
、
岸
訪
米
を
印
象
的
な
イ
ベ
ン
ト
と
す
る
よ
う
意
を
砕
い
て
い
た（

（3
（

。
実
際
に
岸
が
「
岸
構
想
」
と
い
う
具
体
的
な

プ
ラ
ン
を
示
し
た
以
上
、
実
現
可
能
性
に
疑
念
が
残
る
に
せ
よ
、
そ
れ
を
米
国
政
府
が
即
座
に
否
定
す
る
と
い
う
事
態
を
駐
日
大
使

館
と
し
て
は
防
ぎ
た
か
っ
た
の
だ
と
考
え
ら
れ
る
。

　

六
月
六
日
、
東
南
ア
ジ
ア
歴
訪
か
ら
帰
国
し
た
岸
は
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
と
の
訪
米
前
最
後
の
会
談
に
臨
む
。
岸
構
想
に
対
す
る
訪

問
国
の
反
応
は
概
し
て
厳
し
い
も
の
だ
っ
た
が（

（3
（

、
岸
は
各
国
が
東
南
ア
ジ
ア
で
の
日
本
の
経
済
協
力
を
歓
迎
し
て
い
た
と
説
明
し
、

「
ア
ジ
ア
開
発
基
金
」「
中
期
輸
出
手
形
の
再
割
引
機
関
」「
ア
ジ
ア
貿
易
基
金
」
の
詳
細
を
説
明
す
る
三
試
案
を
手
交
し
た
。
マ
ッ

カ
ー
サ
ー
は
、
引
き
続
き
米
側
の
原
則
的
な
見
解
を
述
べ
る
に
留
ま
っ
た（

（3
（

。

　

渡
米
し
た
岸
は
六
月
一
九
日
に
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ワ
ー
、
二
〇
日
に
ダ
レ
ス
と
会
談
し
、
自
ら
の
東
南
ア
ジ
ア
歴
訪
の
印
象
を
伝
え
、

岸
構
想
の
実
現
を
米
首
脳
に
訴
え
た
。
細
か
な
説
明
を
受
け
た
ダ
レ
ス
は
岸
に
対
し
て
「
そ
の
目
的
に
共
感
を
抱
き
な
が
ら
」
検
討

す
る
と
回
答
し
た
。
発
言
は
準
備
さ
れ
た
応
答
案
に
従
っ
た
も
の
だ
っ
た（

（3
（

。
共
同
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
に
は
「
総
理
大
臣
の
見
解
は
、
合
衆

国
に
よ
っ
て
研
究
さ
れ
る
」
と
記
さ
れ
、
岸
構
想
は
ヤ
ン
グ
委
員
会
で
検
討
さ
れ
る
こ
と
と
な
る（

（4
（

。

三
．
ヤ
ン
グ
報
告
書
と
「
藤
山
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
」

　

五
月
末
に
活
動
を
開
始
し
た
ヤ
ン
グ
委
員
会
は
、
内
部
で
の
議
論
と
並
行
し
て
、
ア
ジ
ア
地
域
の
在
外
公
館
に
も
望
ま
し
い
援
助

の
形
式
の
意
見
聴
取
を
行
っ
た
。
委
員
会
で
は
、
一
九
五
五
年
の
シ
ム
ラ
会
議
を
は
じ
め
、
過
去
に
域
内
を
対
象
と
し
て
提
唱
さ
れ

た
地
域
主
義
構
想
の
政
策
事
例
の
検
討
も
行
わ
れ
た（

（4
（

。

　

九
月
一
一
日
に
完
成
し
た
報
告
書
は
、
結
論
と
し
て
地
域
主
義
構
想
を
否
定
す
る
も
の
だ
っ
た（

（4
（

。
報
告
書
は
ア
ジ
ア
に
は
国
内
開
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発
を
優
先
の
政
治
姿
勢
、
地
域
各
国
間
の
相
互
不
信
、
対
中
国
観
の
差
異
が
存
在
す
る
た
め
、
地
域
主
義
的
な
取
組
が
こ
れ
ま
で
十

分
な
成
果
を
挙
げ
て
い
な
い
と
評
価
し
た
。

　

米
国
の
取
る
べ
き
方
策
と
し
て
勧
告
さ
れ
た
の
は
、
地
域
主
義
を
阻
害
す
る
条
件
が
多
く
存
在
す
る
中
で
、
大
規
模
な
地
域
主
義

構
想
を
追
求
せ
ず
に
、
将
来
の
地
域
協
力
に
結
実
す
る
よ
う
な
個
々
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
各
国
あ
る
い
は
少
数
の
国
家
群
と
積
み
重

ね
る
ア
プ
ロ
ー
チ
だ
っ
た
。
ま
た
報
告
書
は
地
域
機
構
の
新
設
よ
り
も
、
コ
ロ
ン
ボ
・
プ
ラ
ン
、
Ｅ
Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｅ
と
い
っ
た
既
存
の
地

域
機
構
の
活
用
を
求
め
た
。
更
に
日
本
に
言
及
し
た
箇
所
で
は
、
報
告
書
は
地
域
大
国
と
し
て
の
重
要
性
を
認
め
、
日
本
と
ア
ジ
ア

諸
国
と
の
経
済
関
係
強
化
に
は
十
分
な
支
援
を
与
え
る
べ
き
と
勧
告
し
た
が
、
同
時
に
米
国
が
公
的
に
日
本
の
指
導
的
な
役
割
を
後

押
し
す
る
の
は
効
果
的
で
は
な
い
と
も
明
記
さ
れ
た
。
つ
ま
り
、
日
本
が
主
唱
し
、
米
国
に
資
金
面
で
大
幅
な
支
援
を
求
め
、
地
域

機
構
を
設
立
す
る
岸
構
想
は
米
国
か
ら
拒
否
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
後
に
ヤ
ン
グ
報
告
書
は
翌
五
八
年
一
月
一
五
日
の
Ｃ
Ｆ
Ｅ
Ｐ
で
政

策
文
書
Ｃ
Ｆ
Ｅ
Ｐ
五
六
二
／
一
と
し
て
採
択
さ
れ
、
米
国
政
府
の
対
ア
ジ
ア
開
発
援
助
政
策
方
針
を
示
す
文
書
と
な
る（

（4
（

。

　

米
国
政
府
が
岸
構
想
拒
否
の
方
針
を
固
め
た
頃
も
、
岸
は
「
米
国
は
ア
ジ
ア
に
た
い
す
る
援
助
の
や
り
方
に
つ
い
て
は
わ
か
ら
な

い
」「（
ア
ジ
ア
問
題
で
）
米
国
は
わ
が
国
に
学
ぶ
べ
き
多
く
の
も
の
が
あ
る
」
と
語
り
、
岸
構
想
の
意
義
を
強
調
し
て
い
た（

（4
（

。
し
か

し
各
国
か
ら
は
正
式
に
岸
構
想
拒
否
の
回
答
が
次
々
届
く
な
ど
、
日
本
は
徐
々
に
厳
し
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ
つ
つ
あ
っ
た（

（4
（

。

　

日
本
は
米
国
の
回
答
の
確
認
を
急
い
だ
が
、
ヤ
ン
グ
委
員
会
の
検
討
が
完
了
す
る
ま
で
、
米
国
政
府
関
係
者
は
明
確
な
回
答
を
示

さ
な
か
っ
た（

（4
（

。
八
月
末
に
外
務
省
経
済
局
は
、
岸
構
想
へ
の
米
国
の
反
応
は
恐
ら
く
誤
解
に
基
づ
く
否
定
的
な
も
の
だ
ろ
う
と
仮
定

し
、「
先
ず
米
側
の
日
本
案
に
対
す
る
具
体
的
見
解
な
り
批
判
を
聞
き
、
そ
の
上
で
日
本
側
の
考
え
方
を
充
分
説
明
し
て
本
案
に
対

す
る
米
側
の
理
解
を
深
め
て
行
く
こ
と
が
何
よ
り
必
要
」
と
の
方
針
を
固
め
た（

（4
（

。
そ
し
て
九
月
の
国
連
総
会
に
合
わ
せ
た
藤
山
愛
一

郎
外
相
の
訪
米
が
挽
回
の
機
会
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
九
月
五
日
、
駐
米
日
本
大
使
館
は
藤
山
が
訪
米
時
に
自
身
の
検
討
案
を
提
示

す
る
ま
で
、
岸
構
想
へ
の
回
答
を
待
つ
よ
う
国
務
省
に
要
請
し
た（

（4
（

。
そ
の
二
日
後
、
藤
山
は
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
に
対
し
て
東
南
ア
ジ
ア
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開
発
に
関
す
る
新
た
な
ト
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
を
手
交
し
た（

（4
（

。

　

藤
山
の
ト
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
は
、
東
南
ア
ジ
ア
開
発
の
必
要
と
岸
構
想
の
意
義
を
述
べ
つ
つ
、
ダ
レ
ス
ら
と
の
会
談
で
米
国
の

抱
い
て
い
る
誤
解
を
解
き
た
い
と
訴
え
る
も
の
だ
っ
た
。
ま
た
藤
山
は
新
た
な
提
案
と
し
て
、
二
つ
の
地
域
主
義
的
な
取
組
を
進
め

た
い
考
え
を
明
ら
か
に
し
た
。
一
つ
目
は
日
本
が
技
術
者
の
教
育
・
訓
練
を
行
う
研
修
セ
ン
タ
ー
の
ア
ジ
ア
各
国
で
の
設
置
、
二
つ

目
は
ア
ジ
ア
諸
国
の
個
別
の
開
発
案
件
に
専
門
的
・
技
術
的
助
言
を
行
う
国
際
的
な
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
関
「
ア
ジ
ア
・
デ
ヴ
ェ

ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
・
セ
ン
タ
ー
」
の
設
置
だ
っ
た
。

　

藤
山
提
案
の
岸
構
想
か
ら
の
変
更
点
は
、
規
模
と
資
金
源
だ
っ
た
。
六
月
の
岸
構
想
が
Ｄ
Ｌ
Ｆ
の
米
国
政
府
初
年
度
要
求
額
よ
り

巨
額
の
約
七
億
ド
ル
を
求
め
る
大
規
模
な
も
の
だ
っ
た
こ
と
に
比
べ
、
藤
山
提
案
は
比
較
的
小
規
模
な
も
の
だ
と
説
明
さ
れ
た
。
資

金
も
米
国
が
当
面
出
資
を
行
え
な
い
場
合
、
ま
ず
は
日
本
の
出
資
に
よ
り
こ
れ
ら
機
関
を
設
立
し
、
追
っ
て
各
国
の
出
資
を
求
め
る

と
の
展
望
が
示
さ
れ
た
。
藤
山
は
口
頭
で
、
国
別
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
別
の
開
発
は
大
型
案
件
に
は
妥
当
す
る
が
、
軽
工
業
な
ど
の
育

成
・
支
援
に
は
地
域
主
義
的
な
手
法
こ
そ
ふ
さ
わ
し
い
と
地
域
協
力
の
意
義
を
補
足
し
た
。

　

藤
山
の
新
た
な
提
案
が
い
か
な
る
経
緯
で
準
備
さ
れ
た
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
た
だ
し
参
考
と
な
る
の
は
、
六
月
に
大
来
佐
武

郎
経
済
企
画
庁
計
画
部
長
が
駐
日
大
使
館
員
に
語
っ
た
内
容
で
あ
ろ
う
。
大
来
は
岸
訪
米
直
前
の
六
月
一
四
日
に
外
務
省
か
ら
、
訪

米
時
に
岸
構
想
へ
の
反
応
が
芳
し
く
な
い
場
合
、
提
案
可
能
な
代
替
策
を
求
め
ら
れ
、
前
記
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
関
構
想
を
回

答
し
て
い
た（

（5
（

。
大
来
に
よ
れ
ば
、
外
務
省
は
こ
の
機
関
が
ひ
と
ま
ず
の
撤
退
可
能
線
（possible retreat position

）
に
な
る
と
歓
迎

す
る
様
子
だ
っ
た
と
い
う（

（5
（

。
外
務
省
の
反
応
か
ら
、
岸
構
想
が
実
際
の
困
難
に
直
面
す
る
中
で
、
こ
の
代
替
策
が
実
際
に
活
用
さ
れ

た
と
推
測
す
る
こ
と
が
可
能
だ
ろ
う
。

　

な
お
、
こ
の
藤
山
提
案
と
前
後
し
、
ワ
シ
ン
ト
ン
で
は
ヤ
ン
グ
委
員
会
の
勧
告
を
踏
ま
え
て
準
備
中
の
岸
構
想
へ
の
回
答
が
、
ロ

バ
ー
ト
ソ
ン
か
ら
朝
海
浩
一
郎
駐
米
大
使
に
非
公
式
に
伝
え
ら
れ
て
い
た
。
そ
の
内
容
は
地
域
機
構
の
新
設
は
現
状
に
屋
上
屋
を
重
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ね
る
も
の
で
、
対
外
援
助
予
算
が
連
邦
議
会
で
厳
し
く
削
減
さ
れ
る
中
で
は
米
国
政
府
は
「
同
意
致
し
兼
ね
る
」
と
い
う
も
の
だ
っ
た（

（5
（

。

　

さ
て
、
米
国
政
府
は
藤
山
訪
米
に
備
え
て
新
た
な
提
案
を
「
藤
山
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
」
と
し
て
検
討
を
行
い
、
岸
構
想
の
非
現
実

性
に
比
べ
、
藤
山
提
案
は
重
要
な
問
題
に
焦
点
を
絞
り
、「
創
意
に
富
む
」
と
評
価
し
た（

（5
（

。
ヤ
ン
グ
報
告
書
は
個
別
分
野
の
地
域
協

力
、
特
に
技
術
分
野
の
協
力
の
推
進
を
勧
告
し
て
お
り
、
藤
山
提
案
は
こ
れ
に
合
致
す
る
方
向
性
も
有
し
て
い
た
。
だ
が
応
答
案
は

あ
く
ま
で
ヤ
ン
グ
報
告
書
の
原
則
に
沿
う
形
で
準
備
さ
れ
た
。
米
国
は
、
地
域
機
構
は
ア
ジ
ア
諸
国
が
そ
れ
を
望
む
場
合
に
設
立
さ

れ
る
べ
き
と
考
え
て
お
り
、
日
本
の
提
案
に
つ
い
て
は
現
状
は
そ
の
動
向
を
注
視
す
る
に
留
ま
る
と
の
応
答
案
が
用
意
さ
れ
た
の
で

あ
る
。

　

九
月
二
三
日
の
藤
山
と
の
会
談
で
の
ダ
レ
ス
の
発
言
は
こ
の
応
答
案
に
準
じ
た
も
の
だ
っ
た
。
藤
山
が
岸
構
想
に
繫
が
る
取
組
を

部
分
的
に
で
も
進
め
た
い
と
述
べ
、
自
ら
の
提
案
の
詳
細
を
説
明
し
た
こ
と
に
対
し
、
ダ
レ
ス
は
東
南
ア
ジ
ア
開
発
の
意
義
を
認
め
、

ま
た
日
本
が
漸
進
的
な
取
組
を
進
め
る
こ
と
は
結
構
で
あ
る
と
述
べ
な
が
ら
、
既
存
の
国
際
機
関
や
地
域
機
関
が
多
数
あ
る
中
で
、

巨
大
な
資
金
を
要
す
る
機
関
の
新
設
は
不
要
と
答
え
た
。
そ
し
て
日
本
と
東
南
ア
ジ
ア
と
の
間
に
具
体
的
な
案
件
が
あ
る
場
合
は
、

米
国
政
府
が
協
力
す
る
こ
と
も
拒
ま
な
い
と
回
答
し
た（

（5
（

。

　

藤
山
へ
の
ダ
レ
ス
の
応
答
は
、
岸
構
想
へ
の
米
国
の
応
答
を
初
め
て
公
的
に
示
し
た
も
の
だ
っ
た（

（5
（

。
一
〇
月
一
八
日
、
国
務
省
は

藤
山
・
ダ
レ
ス
会
談
の
議
事
録
を
、
岸
構
想
に
つ
い
て
照
会
が
あ
っ
た
場
合
の
応
答
要
領
と
し
て
ア
ジ
ア
諸
国
の
在
外
公
館
に
配
布

し
た（

（5
（

。

四
．
岸
構
想
の
終
焉

　

米
国
政
府
が
藤
山
に
岸
構
想
拒
否
を
回
答
し
、
こ
の
問
題
を
め
ぐ
る
議
論
は
一
つ
の
区
切
り
を
迎
え
た
か
に
思
わ
れ
た
。
し
か
し



416

法学研究 92 巻 1 号（2019：1）

新
た
な
提
案
が
日
本
か
ら
接
到
し
た
こ
と
で
、
日
米
間
の
協
議
は
な
お
も
続
く
こ
と
と
な
る
。
そ
の
発
端
と
な
っ
た
の
は
一
〇
月
中

旬
に
訪
米
し
た
河
野
一
郎
経
済
企
画
庁
長
官
に
よ
る
「
河
野
提
案
」
で
あ
っ
た
。

　

こ
の
訪
米
は
九
月
初
旬
に
岸
と
藤
山
が
米
国
に
提
案
し
た
も
の
で
、
日
ソ
国
交
回
復
を
推
進
し
「
容
共
」
と
誤
解
さ
れ
て
い
る
河

野
が
「
親
米
・
親
西
側
」
的
人
物
で
あ
る
こ
と
を
米
国
に
ア
ピ
ー
ル
す
る
た
め
の
も
の
だ
っ
た（

（5
（

。
し
か
し
出
発
直
前
の
一
〇
月
一
四

日
、
河
野
は
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
に
、
独
自
の
東
南
ア
ジ
ア
開
発
構
想
を
訪
米
時
に
提
案
す
る
予
定
で
あ
る
こ
と
を
打
ち
明
け
る
。「
岸

構
想
の
勢
い
を
維
持
し
、
ア
ジ
ア
諸
国
が
よ
り
受
け
入
れ
や
す
い
」
提
案
と
し
て
示
さ
れ
た
の
は
、（
一
）
日
米
の
共
同
委
員
会
を

設
立
し
、
個
別
の
案
件
ご
と
に
東
南
ア
ジ
ア
開
発
を
検
討
す
る
、（
二
）
ア
ジ
ア
へ
の
経
済
協
力
に
よ
り
日
本
の
国
際
収
支
が
悪
化

し
た
場
合
に
は
、
米
国
政
府
が
援
助
を
与
え
る
、
と
い
う
内
容
の
も
の
だ
っ
た（

（5
（

。

　

地
域
機
構
を
新
設
し
、
更
に
具
体
的
案
件
が
な
い
ま
ま
米
国
の
支
援
を
求
め
る
河
野
提
案
は
、
到
底
米
国
の
認
め
る
も
の
で
は
な

か
っ
た
。
河
野
と
米
国
要
人
と
の
一
連
の
会
談
で
ウ
ォ
ー
（Sam

uel C. W
augh

）
米
輸
出
入
銀
行
総
裁
だ
け
は
提
案
に
好
意
的
な

反
応
を
示
し
た
が
、
ダ
レ
ス
、
デ
ィ
ロ
ン
（C. D

ouglas D
illon

）
経
済
担
当
国
務
次
官
、
ロ
バ
ー
ト
ソ
ン
ら
国
務
省
首
脳
は
、
い
ず

れ
も
否
定
的
な
反
応
を
示
し
た（

（5
（

。
特
に
デ
ィ
ロ
ン
は
米
国
が
地
域
機
構
の
新
設
を
望
ま
な
い
こ
と
、
二
国
間
援
助
を
望
ま
し
い
と
考

え
て
い
る
こ
と
を
繰
り
返
し
説
明
し
、
粘
り
強
く
主
張
を
続
け
た
河
野
に
も
実
現
の
目
が
な
い
こ
と
を
理
解
さ
せ
る
に
至
っ
た（

（6
（

。

　

過
去
の
提
案
と
大
き
く
異
な
る
河
野
提
案
が
日
本
政
府
内
の
承
認
を
得
た
も
の
か
否
か
は
、
諸
説
あ
り
定
か
で
は
な
い（

（6
（

。
重
要
な

の
は
河
野
提
案
が
、
日
本
が
米
国
の
考
え
を
十
分
理
解
し
て
い
な
い
と
の
疑
念
を
米
国
政
府
に
抱
か
せ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

一
方
そ
の
頃
、
駐
日
大
使
館
は
、
日
本
の
政
治
状
況
に
関
す
る
報
告
の
中
で
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
言
及
し
、
岸
の
盤
石
と
は
い
え

な
い
政
治
基
盤
を
支
え
る
た
め
、
こ
の
問
題
で
何
ら
か
の
成
果
を
示
す
必
要
が
あ
る
と
進
言
し
た（

（6
（

。
駐
日
大
使
館
は
、
日
本
側
は
既

に
岸
構
想
実
現
が
困
難
と
理
解
し
つ
つ
あ
る
が
、
国
別
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
別
で
の
支
援
を
求
め
て
お
り
、
早
期
の
措
置
が
必
要
と
主

張
し
た
。
駐
日
大
使
館
は
ヤ
ン
グ
報
告
書
の
勧
告
を
支
持
し
て
い
た
が
、
岸
構
想
の
失
敗
が
岸
に
政
治
的
打
撃
を
与
え
る
こ
と
を
引
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き
続
き
憂
慮
し
て
い
た
の
で
あ
る（

（6
（

。
折
し
も
岸
の
実
弟
で
あ
る
佐
藤
栄
作
は
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
と
の
会
談
で
、
米
国
は
吉
田
政
権
以
来
、

常
に
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
冷
淡
で
あ
る
と
苦
言
を
呈
し
て
い
た
。
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
そ
の
認
識
は
誤
解
で
あ
り
、
日
本
の
提

案
が
常
に
壮
大
で
、
か
つ
米
国
に
依
存
し
過
ぎ
た
も
の
だ
か
ら
こ
そ
そ
の
よ
う
な
対
応
を
と
ら
ざ
る
を
得
な
い
と
応
じ
る
ほ
か
な

か
っ
た（

（6
（

。

　

一
一
月
一
五
日
、
国
務
省
は
、
直
近
の
日
本
側
の
動
き
を
踏
ま
え
、
米
国
政
府
の
考
え
を
再
度
日
本
政
府
に
説
明
す
る
よ
う
駐
日

大
使
館
に
訓
令
を
発
し
た
。
そ
の
内
容
は
、
米
国
は
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
開
発
へ
の
原
則
的
な
支
持
を
表
明
す
る
が
、
援
助
は
具
体

的
に
要
請
の
あ
る
案
件
に
与
え
る
方
針
で
あ
り
、
ま
た
地
域
機
構
の
新
設
は
非
現
実
的
と
考
え
て
い
る
と
い
う
も
の
だ
っ
た（

（6
（

。
一
八

日
に
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
早
速
岸
に
説
明
を
行
う
が
、
岸
の
反
応
は
近
日
中
に
何
ら
か
の
案
件
で
支
援
を
受
け
ら
れ
な
い
か
と
い
う
も

の
で
、
具
体
的
な
案
件
の
提
示
を
求
め
る
米
国
政
府
と
は
未
だ
に
ず
れ
が
あ
っ
た（

（6
（

。
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
予
算
年
度
の
関
係
上
す
ぐ
に

応
じ
る
こ
と
は
難
し
い
と
回
答
す
る
が
、
駐
日
大
使
館
が
憂
慮
し
て
い
た
よ
う
に
、
岸
は
成
果
を
焦
っ
て
い
た
。

　

一
一
月
二
〇
日
、
岸
は
第
二
次
東
南
ア
ジ
ア
歴
訪
に
出
発
す
る
。
歴
訪
は
岸
構
想
に
つ
い
て
の
一
般
の
関
心
を
呼
び
起
こ
し
、
米

国
政
府
を
刺
激
し
た
。
一
二
月
五
日
、
国
務
省
は
駐
日
大
使
館
に
再
度
訓
令
を
発
す
る
。
そ
の
内
容
は
こ
れ
以
上
の
誤
解
を
一
般
に

与
え
な
い
た
め
に
も
、
米
国
政
府
が
日
本
政
府
に
行
っ
た
説
明
を
声
明
と
し
て
公
表
し
た
い
考
え
で
あ
る
こ
と
を
日
本
側
に
通
報
し
、

反
応
を
確
認
せ
よ
と
い
う
も
の
だ
っ
た（

（6
（

。
反
応
の
な
い
駐
日
大
使
館
が
意
図
を
摑
み
か
ね
て
い
る
と
考
え
た
国
務
省
は
、
マ
ス
メ

デ
ィ
ア
が
岸
構
想
に
注
目
し
て
い
る
こ
と
を
伝
え
、
声
明
の
内
容
に
疑
問
が
あ
る
な
ら
コ
メ
ン
ト
を
返
す
よ
う
に
と
行
動
を
促
し
た（

（6
（

。

　

一
二
月
一
〇
日
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
藤
山
と
の
会
談
の
最
後
に
「
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
関
す
る
米
国
の
考
え
方
に
つ
い
て
日
本
案

に
冷
淡
で
あ
る
と
か
反
対
で
あ
る
と
か
誤
解
を
招
く
よ
う
な
報
道
が
存
在
し
て
お
る
の
で
米
国
の
立
場
を
説
明
し
て
お
き
た
い
」
と

し
て
、
チ
ボ
ド
ー
（Ben H

. T
hibodeaux

）
経
済
担
当
公
使
が
牛
場
信
彦
経
済
局
長
に
詳
細
を
説
明
す
る
と
述
べ
た（

（6
（

。
同
日
チ
ボ

ド
ー
は
牛
場
を
訪
問
し
、
訓
令
の
趣
旨
を
伝
え
声
明
案
を
手
交
し
た
が
、
そ
の
内
容
は
岸
構
想
へ
の
支
持
す
ら
期
待
さ
せ
る
よ
う
な
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マ
ッ
カ
ー
サ
ー
の
発
言
と
は
大
き
く
異
な
る
も
の
で
あ
っ
た
。

　

牛
場
は
チ
ボ
ド
ー
に
、
岸
構
想
は
政
権
に
と
り
重
要
案
件
の
一
つ
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
声
明
を
公
表
さ
れ
れ
ば
政
治
的
な
問
題

に
な
り
、
日
本
政
府
が
来
年
度
予
算
案
に
計
上
し
た
「
ア
ジ
ア
開
発
基
金
」
も
不
成
立
と
な
る
と
伝
え
、
大
野
勝
巳
事
務
次
官
の
指

示
を
仰
い
だ
上
で
、
翌
一
一
日
に
声
明
非
公
表
を
求
め
た（

（7
（

。
こ
の
会
談
に
続
い
た
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
と
大
野
と
の
会
談
で
は
、
大
野
は

加
え
て
、
近
く
実
施
が
見
込
ま
れ
る
総
選
挙
へ
の
影
響
に
も
言
及
し
て
非
公
表
を
求
め
た
。
米
国
政
府
内
の
調
整
の
結
果
、
声
明
公

表
は
取
り
や
め
と
な
る（

（7
（

。
し
か
し
公
表
こ
そ
差
し
止
め
ら
れ
た
が
、
米
国
の
岸
構
想
拒
否
が
日
本
側
に
明
確
に
伝
え
ら
れ
た
こ
と
で
、

岸
構
想
を
め
ぐ
る
日
米
間
の
協
議
は
終
幕
を
迎
え
る
の
で
あ
る
。

お
わ
り
に

　

岸
構
想
が
挫
折
し
た
過
程
を
検
討
す
る
こ
と
で
明
ら
か
に
な
る
の
は
、
い
か
な
る
事
実
で
あ
ろ
う
か
。

　

第
一
に
、
岸
構
想
が
提
示
さ
れ
た
時
点
で
、
既
に
米
国
政
府
は
地
域
主
義
構
想
へ
の
意
欲
を
ほ
ぼ
失
っ
て
い
た
。
保
城
広
至
は
一

九
五
〇
年
代
か
ら
六
〇
年
代
に
か
け
て
、
米
国
政
府
が
地
域
主
義
構
想
に
関
心
を
示
し
、
日
本
が
呼
応
す
る
も
、
米
国
側
の
態
度
が

変
わ
り
挫
折
す
る
パ
タ
ー
ン
が
繰
り
返
さ
れ
た
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
が
、
岸
構
想
は
そ
の
典
型
だ
っ
た（

（7
（

。
も
ち
ろ
ん
米
国
政
府
の

方
針
は
一
九
五
七
年
九
月
の
ヤ
ン
グ
報
告
書
に
よ
っ
て
正
式
に
確
定
し
た
の
で
あ
る
が
、
三
月
の
時
点
で
米
国
政
府
内
の
議
論
の
方

向
性
は
事
実
上
定
ま
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。

　

第
二
に
、
米
国
側
の
態
度
へ
の
日
本
側
の
誤
解
で
あ
る
。
九
月
以
降
、
米
国
政
府
は
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
開
発
推
進
と
い
う
原
則

に
同
意
し
つ
つ
、
具
体
的
な
手
段
に
つ
い
て
は
不
同
意
の
態
度
を
示
し
た
。
し
か
し
日
本
側
が
米
国
政
府
の
姿
勢
を
真
に
理
解
し
た

の
は
、
そ
の
反
応
か
ら
も
う
か
が
え
る
よ
う
に
、
一
二
月
の
声
明
公
表
を
め
ぐ
る
交
渉
の
局
面
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
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こ
の
点
に
関
連
し
て
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
及
び
駐
日
大
使
館
員
が
日
本
側
に
与
え
て
い
た
印
象
の
問
題
も
指
摘
で
き
る
か
も
し
れ
な

い
。
牛
場
が
チ
ボ
ド
ー
に
対
し
て
「
本
声
明
案
は
（
大
臣
へ
の
）
マ
大
使
の
お
話
と
は
だ
い
ぶ
違
ふ
印
象
を
与
え
る
も
の
で
あ
る（

（7
（

」

と
述
べ
た
よ
う
に
、
日
常
的
に
日
本
側
と
接
触
す
る
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
や
駐
日
大
使
館
員
の
言
行
が
、
岸
構
想
の
実
現
に
つ
い
て
楽
観

的
な
印
象
を
与
え
て
い
た
可
能
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
岸
訪
米
の
時
点
で
「
日
本
か
ら
（
日
本
に
）
派
遣
さ
れ
て
お
る
大
使（

（7
（

」

と
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
評
さ
れ
た
よ
う
に
、
ま
た
様
々
な
局
面
で
駐
日
大
使
館
が
岸
政
権
と
米
本
国
の
調
整
に
尽
力
し
た
事
実
に
見
ら

れ
る
よ
う
に
、
彼
ら
は
岸
政
権
の
安
定
実
現
を
重
要
視
し
て
い
た
。
そ
の
よ
う
な
意
識
の
下
で
の
言
行
が
、
誤
解
を
生
ん
だ
可
能
性

も
指
摘
で
き
よ
う
。

　

第
三
に
、
河
野
提
案
の
米
国
政
府
に
与
え
た
影
響
の
大
き
さ
で
あ
る
。
九
月
の
藤
山
提
案
に
問
題
点
は
あ
っ
た
も
の
の
、
米
国
政

府
は
提
案
自
体
を
完
全
に
否
定
し
て
は
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
そ
の
直
後
に
「
米
国
に
と
っ
て
意
味
の
な
い（

（7
（

」
河
野
提
案
が
提
示
さ

れ
た
こ
と
が
、
日
本
政
府
へ
の
疑
念
を
抱
か
せ
、
そ
の
後
の
声
明
公
表
を
め
ぐ
る
日
米
交
渉
を
引
き
起
こ
す
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

　

一
九
五
七
年
中
に
岸
構
想
は
終
焉
を
迎
え
た
が
、
日
本
は
そ
の
後
も
岸
政
権
期
を
通
じ
て
東
南
ア
ジ
ア
開
発
に
つ
い
て
米
国
へ
の

働
き
か
け
を
行
う
こ
と
と
な
る
。
こ
の
点
は
稿
を
改
め
て
論
じ
る
こ
と
と
し
た
い
。

※　

本
稿
の
論
旨
は
、
執
筆
者
個
人
の
見
解
で
あ
り
、
所
属
す
る
機
関
の
公
式
見
解
で
は
な
い
。

（
1
）　

代
表
的
な
研
究
と
し
て
、W

illiam
 S. Borden, T

he Pacific A
lliance: U

nited States Foreign E
conom

ic Policy and 
Japanese T

rade R
ecovery, 1947-1955 

（M
adison: U

niversity of W
isconsin Press, 1984

）;

マ
イ
ケ
ル
・
シ
ャ
ラ
ー
（
立
川

京
一
・
山
崎
由
紀
・
原
口
幸
司
訳
）『
ア
ジ
ア
に
お
け
る
冷
戦
の
起
源
』（
木
鐸
社
、
一
九
九
六
年
）; 

菅
英
輝
『
米
ソ
冷
戦
と
ア
メ
リ
カ
の

ア
ジ
ア
政
策
』（
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
、
一
九
九
二
年
）、
第
四
章;

赤
木
完
爾
「
戦
後
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
回
帰
と
ア
メ
リ
カ
の
冷
戦
政

策
」『
法
学
研
究
』
六
八
巻
一
一
号
（
一
九
九
五
年
）;

波
多
野
澄
雄
・
佐
藤
晋
『
現
代
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
政
策　
一
九
五
〇
―
二
〇
〇
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五
』（
早
稲
田
大
学
出
版
部
、
二
〇
〇
七
年
）、
第
一
章
。

（
2
）　

近
年
の
研
究
と
し
て
、
高
橋
和
宏
「『
地
域
主
義
』
と
南
北
問
題
―
戦
後
日
本
の
ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
外
交
政
策
」（
筑
波
大
学
博
士

学
位
論
文
、
二
〇
〇
四
年
）、
第
一
章;

波
多
野
・
佐
藤
、
同
右
、
第
二
章;

保
城
広
至
『
ア
ジ
ア
地
域
主
義
外
交
の
行
方
―
一
九
五
二
―

一
九
六
六
』（
木
鐸
社
、
二
〇
〇
八
年
）、
第
三
章
。

（
3
）　

保
城
、
同
右
、
一
一
八
―
一
一
九
ペ
イ
ジ
。
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ワ
ー
政
権
の
開
発
援
助
政
策
に
つ
い
て
は
、
川
口
融
『
ア
メ
リ
カ
の
対
外

援
助
政
策
』（
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
一
九
八
〇
年
）、
三
八
―
四
六
ペ
イ
ジ; Burton I. K

aufm
an, T

rade and A
id: E

isenhow
er

’s 
Foreign E

conom
ic Policy, 1953-1961 

（Baltim
ore: Johns H

opkins U
niversity Press, 1982

）, chap 8-9; W
alt W

. 
Rostow

, E
isenhow

er, K
ennedy, and Foreign A

id 

（A
ustin: U

niversity of T
exas Press, 1985

）; 

李
鍾
元
『
東
ア
ジ
ア
冷
戦

と
韓
米
日
関
係
』（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
六
年
）、
二
一
四
―
二
二
三
ペ
イ
ジ
。

（
4
）　

初
期
の
研
究
と
し
て
、
樋
渡
由
美
「
岸
外
交
に
お
け
る
東
南
ア
ジ
ア
と
ア
メ
リ
カ
」『
年
報
・
近
代
日
本
研
究
』
一
一
号
（
一
九
八

九
年
）。
岸
政
権
以
前
の
構
想
を
踏
ま
え
た
研
究
と
し
て
、
黒
崎
輝
「
東
南
ア
ジ
ア
開
発
を
め
ぐ
る
日
米
関
係
の
変
容　
一
九
五
七
―
一
九

六
〇
」『
法
学
』
六
四
巻
一
号
（
二
〇
〇
〇
年
）; Sayuri Shim

izu, Creating People of Plenty: T
he U

nited States and Japan

’s 
E

conom
ic A

lternatives, 1950-1960
（K

ent: K
ent State U

niversity Press, 2001

）; 

佐
藤
晋
「
戦
後
日
本
の
東
南
ア
ジ
ア
政
策

（
一
九
五
五
～
一
九
五
八
年
）」
中
村
隆
英
・
宮
崎
正
康
編
『
岸
信
介
政
権
と
高
度
成
長
』（
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
〇
三
年
）;

高
橋
、

前
掲; 

保
城
、
同
右
、
第
四
章; 

波
多
野
・
佐
藤
、
前
掲
、
第
三
章; 

長
谷
川
隼
人
「
岸
内
閣
期
の
内
政
・
外
交
路
線
の
歴
史
的
再
検
討
」

（
一
橋
大
学
博
士
学
位
論
文
、
二
〇
一
五
年
）、
第
四
章
。

（
5
）　Foreign R

elations of the U
nited States, 1955-1957, Foreign E

conom
ic Policy; Foreign Inform

ation Program
, 

V
olum

e IX
 

（W
ashington: U

nited States Governm
ent Printing O

ffi
ce, 1987

）, D
ocum

ent N
o.8. 

（H
ereafter cited as 

FR
, 1955-57, IX

）; K
aufm

an, op.cit., p.161.

（
6
）　K
aufm

an, T
rade and A

id, pp.63-65; Burton I. K
aufm

an, 
“Eisenhow

er

’s Foreign Econom
ic Policy w

ith Respect 
to A

sia

”, in W
arren Cohen and A

kira Iriye, （eds.

）, T
he G

reat Pow
ers in E

ast A
sia, 1953-60 （N

ew
 Y

ork: Colum
bia 

U
niversity Press, 1990

）, pp.113-114; 

イ
リ
ヤ
・
ガ
イ
ド
ゥ
ク
（
秋
田
茂
訳
）「
二
つ
の
戦
争
の
間
の
平
和
攻
勢
―
フ
ル
シ
チ
ョ
フ
の

ア
ジ
ア
政
策
、
一
九
五
三
～
一
九
六
四
年
」
渡
辺
昭
一
編
『
コ
ロ
ン
ボ
・
プ
ラ
ン
』（
法
政
大
学
出
版
局
、
二
〇
一
四
年
）、
二
五
五
―
二
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六
三
ペ
イ
ジ
。

（
7
）　FR

, 1955-1957, IX
, D

ocum
ent N

o.9.
（
8
）　Letter from

 Randall to D
ulles, January 22, 1957, CFEP562, Box3, CFEP Paper Series, U

.S. Council on Foreign 
Econom

ic Policy O
ffi

ce of the Chairm
an Records, D

w
ight D

. Eisenhow
er Library

〔
国
立
国
会
図
書
館
憲
政
資
料
室
マ
イ

ク
ロ
フ
ィ
ッ
シ
ュ
〕 （H

ereafter cite as CPS-CFEPO
, D

D
EL

）.

（
9
）　M

em
orandum

 of Conversation, January 7, 1957, 894.00/1-757, R
ecords of the U

.S. D
epartm

ent of State R
elating 

to the Internal A
ffairs of Japan 1955-1959 

（W
ilm

ington: Scholarly Resources, 1990

）, Reel N
o.2. 

（H
ereafter cited as 

R
D

S-IA
J

）.

（
10
）　Foreign R

elations of the U
nited States, 1955-1957, Japan, V

olum
e X

X
III, Part 1‌ 

（W
ashington: U

nited States 
Governm

ent Printing O
ffi

ce, 1991

）, D
ocum

ent N
o.116; Letter from

 D
ulles to Randall, February 8, 1957, CFEP562, 

Box3, CPS-CFEPO
, D

D
EL.

（
11
）　

黒
崎
、
前
掲
、
九
九
ペ
イ
ジ
。

（
12
）　D

epartm
ent of State 

（D
oS

） to U
.S. Em

bassy in T
okyo 

（T
okyo

）, T
elegram

 N
o. 1734, February 15, 1957, 

890.00/2-1557, Confidential U
.S. State D

epartm
ent Central Files, T

he Far E
ast 1955-1959 

（Bethesda: U
niversity 

Publications of A
m

erica, 1991

）, Reel N
o.19. 

（H
ereafter cited as C

SD
-FE

）; FR
, 1955-1957, X

X
III, P

art 1,‌ 
D

ocum
ent N

o.120.

（
13
）　

原
彬
久
編
『
岸
信
介
証
言
録
』（
毎
日
新
聞
社
、
二
〇
〇
三
年
）、
一
一
六
ペ
イ
ジ;

岸
信
介
「
積
極
政
策
と
日
米
関
係
の
将
来
」

『
中
央
公
論
』
一
九
五
七
年
一
月
号
、
六
七
―
六
八
ペ
イ
ジ
。
こ
の
『
中
央
公
論
』
が
発
売
さ
れ
た
の
は
一
九
五
六
年
一
二
月
初
旬
で
、

執
筆
時
期
は
岸
が
外
相
に
就
任
す
る
以
前
で
あ
る
。
ゆ
え
に
岸
自
身
な
い
し
側
近
の
見
解
が
反
映
さ
れ
た
も
の
と
推
察
さ
れ
る
。

（
14
）　

フ
ェ
ア
レ
ス
委
員
会
（
相
互
安
全
保
障
計
画
に
関
す
る
大
統
領
文
民
顧
問
団
）
に
つ
い
て
は
、K

aufm
an, T

rade and A
id, 

pp.71-73, 101-103.

（
15
）　

湯
川
経
済
局
長
「
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ
米
参
事
官
と
の
会
談
に
関
す
る
件
（
昭
和
三
二
年
一
月
二
三
日
）」
外
務
省
記
録
「
本
邦
対
米
国

経
済
関
係　
在
京
使
臣
、
経
済
局
長
会
談
関
係
（
定
例
会
議
）」
第
五
巻
、E ́.2.3.1.1-1
、
外
務
省
外
交
史
料
館
。
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（
16
）　

湯
川
経
済
局
長
「
ウ
ェ
ア
リ
ン
グ
米
参
事
官
と
の
会
談
（
昭
和
三
二
年
二
月
二
〇
日
）」
同
右
。

（
17
）　

欧
米
一
（
欧
米
局
第
一
課
）「
フ
ェ
ア
レ
ス
委
員
会
と
の
会
見
に
関
す
る
件
（
昭
和
三
二
年
二
月
一
日
）」、
外
務
省
記
録
「
米
国
の

対
外
政
策
関
係
雑
集　
フ
ェ
ア
レ
ス
委
員
会
関
係
」A

́.2.1.0.U
1-5

（
マ
イ
ク
ロ
リ
ー
ル
番
号A

́-0166

）、
外
務
省
外
交
史
料
館
。

（
18
）　T

okyo to Secretary of State （SoS

）, T
elegram

 N
o.1908, M

arch 3, 1957, CEFP562, Box3, CPS-CFEPO
, D

D
EL.

（
19
）　Circular T

elegram
 N

o.764, M
arch 18, 1957, 890.00/3-1857, CSD

-FE
, Reel N

o.19.

（
20
）　

反
応
の
要
約
は
、
保
城
、
前
掲
、
一
六
三
―
一
六
四
ペ
イ
ジ
。

（
21
）　Letter from

 M
acA

rthur to Robertson, A
pril 4, 1957, CEFP562, Box3, CPS-CFEPO

, D
D

EL.

マ
ッ
カ
ー
サ
ー
が
読
ん

だ
Ｅ
Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｅ
会
議
の
報
告
は
財
務
省
国
際
局
極
東
課
の
デ
ィ
ー
ル
（W

illiam
 W

. D
iehl

）
が
作
成
し
た
も
の
で
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は

ロ
バ
ー
ト
ソ
ン
ら
関
係
者
が
デ
ィ
ー
ル
に
詳
細
を
確
認
す
る
よ
う
勧
め
た
。
ヒ
ア
リ
ン
グ
後
、
ロ
バ
ー
ト
ソ
ン
ら
も
同
様
の
見
解
を
抱
く

よ
う
に
な
る
。M

em
orandum

 of Conversation, A
pril 22, 1957, CEFP562, Box3, CPS-CFEPO

, D
D

EL.

（
22
）　M

em
orandum

 from
 K

alijarvi to D
illon M

arch 15, 1957, 890.00/3-1557, CSD
-FE

, Reel N
o.19.

（
23
）　Letter from

 Randall to Parsons, A
pril 17, 1957, CEFP562, Box3, CPS-CFEPO

, D
D

EL.

（
24
）　K

aufm
an, T

rade and A
id, p.161.

（
25
）　

岸
構
想
の
成
立
過
程
は
不
明
な
部
分
も
多
い
が
、
保
城
、
前
掲
、
一
三
四
―
一
四
一
ペ
イ
ジ;

長
谷
川
、
前
掲
、
一
七
一
―
一
八
五

ペ
イ
ジ
。
中
国
へ
の
警
戒
に
注
目
す
る
研
究
と
し
て
、
佐
藤
、
前
掲
、
二
五
〇
―
二
五
一
ペ
イ
ジ;

波
多
野
・
佐
藤
、
前
掲
、
五
七
―
五

八
ペ
イ
ジ
。

（
26
）　

岸
、
前
掲
、
六
七
―
六
八
ペ
イ
ジ
。

（
27
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2255-2258, A

pril 10, 1957, 611.94/4-1057, 

石
井
修
・
小
野
直
樹
監
修
『
ア
メ
リ
カ
合
衆
国

対
日
政
策
文
書
集
成　
第
Ⅳ
期　
日
米
防
衛
外
交
問
題
一
九
五
七
年
』
三
巻
（
柏
書
房
、
一
九
九
八
年
）、
一
三
〇
―
一
四
三
ペ
イ
ジ
。
以

下
、『
集
成
Ⅳ
』
三
巻
。

（
28
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2331, A

pril 17, 1957, 611.94/4-1757, 

同
右
、
一
七
二
―
一
七
三
ペ
イ
ジ; T

okyo to SoS, 
T

elegram
 N

o2333, A
pril 17, 1957, 611.94/4-1757,

同
上
、
一
八
〇
―
一
八
九
ペ
イ
ジ
。

（
29
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2630. M

ay 16, 1957, 611.94/5-1657,
『
集
成
Ⅳ
』
三
巻
、
二
五
六
ペ
イ
ジ
。
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（
30
）　Rostow

, op.cit., pp.128-133.
（
31
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2764. M

ay 27, 1957, 033.9411/5-2757,

『
集
成
Ⅳ
』
三
巻
、
二
〇
六
―
二
〇
七
ペ
イ
ジ
。
ポ

ジ
シ
ョ
ン
・
ペ
ー
パ
ー
原
案
は
確
認
で
き
て
い
な
い
。

（
32
）　

“Econom
ic Cooperation in Southeast A

sia

” June 18, 1957, K
ishi V

isit, June 1957, Potision Papers, Conference 
Files 889A

,
『
集
成
Ⅳ
』
七
巻
、
一
八
八
―
一
九
一
ペ
イ
ジ
。

（
33
）　

保
城
、
前
掲
、
一
四
九
ペ
イ
ジ
。

（
34
）　

先
駆
的
な
研
究
と
し
て
、
石
井
修
『
冷
戦
と
日
米
関
係
』（
ジ
ャ
パ
ン
タ
イ
ム
ズ
、
一
九
八
九
年
）、
二
二
八
―
二
三
五
ペ
イ
ジ
。

（
35
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2087, M

arch 22, 1957, 794.00/3-2257, R
D

S-IA
J, Reel N

o. 27.

（
36
）　

そ
の
典
型
と
し
て
、T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.2081, M

arch 22, 1957, 033.9411/3-2257,

『
集
成
Ⅳ
』
一
巻
、
五
九
―
六

〇
ペ
イ
ジ
。

（
37
）　

保
城
、
前
掲
、
一
五
〇
―
一
五
八
ペ
イ
ジ;

長
谷
川
、
前
掲
、
一
八
五
―
一
八
七
ペ
イ
ジ
。

（
38
）　

長
谷
川
、
前
掲
、
一
八
七
―
一
八
八
ペ
イ
ジ
。
な
お
六
月
二
〇
日
に
微
修
正
を
加
え
た
最
終
版
が
駐
日
大
使
館
に
提
出
さ
れ
た
。

Foreign R
elations of the U

nited States, 1955-1957, E
ast A

sian Security; C
am

bodia; L
aos, V

olum
e X

X
I 

（W
ashington: U

nited States Governm
ent Printing O

ffi
ce, 1990

）, D
ocum

ent N
o.162.

（
39
）　FR

, 1955-1957, X
X

III, Part 1, D
ocum

ent N
o.183 and 189.

（
40
）　M

em
orandum

 from
 Robertson to D

ulles, July 1, 1957, 033.9441/7-157,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
一
三
ペ
イ
ジ
。

（
41
）　FR

, 1955-57, X
X

I, D
ocum

ent N
o.159;

保
城
、
前
掲
、
一
六
五
―
一
六
六
ペ
イ
ジ
。

（
42
）　Report of the Com

m
ittee on A

sian Regional Econom
ic D

evelopm
ent and Cooperation, Septem

ber, 11, 1957, 
CEFP562, Box3, CPS-CFEPO

, D
D

EL. 

以
下
内
容
は
本
文
書
に
よ
る
。

（
43
）　A

pproved M
inutes of Council on Foreign Econom

ic Policy 68th m
eeting , January 15, 1958, ibid; 

李
、
前
掲
、
二

二
二
ペ
イ
ジ
。
な
お
報
告
書
は
九
月
二
〇
日
に
各
在
外
公
館
に
配
布
さ
れ
た
。D

epartm
ent of State Instruction, CA

-2752, 
Septem

ber 20, 1957, 890.00/9-2057, CSD
-FE

, Reel N
o.21.

（
44
）　

岸
信
介
「
ア
ジ
ア
に
対
す
る
わ
が
抱
負
」『
ア
ジ
ア
問
題
』
一
九
五
七
年
八
月
号
、
四
六
ペ
イ
ジ
。
カ
ッ
コ
内
は
引
用
者
に
よ
る
補
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足
。
以
下
同
じ
。

（
45
）　

長
谷
川
、
前
掲
、
一
九
〇
―
一
九
一
ペ
イ
ジ
。

（
46
）　M

em
orandum

 of Conversation, A
ugust 21, 1957, 890.00/8-2157, CSD

-FE
, Reel N

o.20.
（
47
）　

経
済
局
「
ア
ジ
ア
経
済
開
発
基
金
に
関
す
る
件
」
一
九
五
七
年
八
月
二
三
日
、
外
務
省
記
録
「
ア
ジ
ア
経
済
開
発
基
金
問
題
」
第
三

巻
、Bʼ.6.3.0.32

、
外
務
省
外
交
史
料
館
。

（
48
）　M

em
orandum

 of Conversation, Septem
ber 5, 1957, 890.00/9-557, CSD

-FE
, Reel N

o.20.

（
49
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.706, Septem

ber 7, 1957, 033.9411/9-757,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
九
五
―
九
九
ペ
イ
ジ
。
九
月

一
九
日
、
ト
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
の
改
訂
版
が
駐
日
大
使
館
に
再
度
提
出
さ
れ
た
。T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.855, Septem

ber 
19, 1957, 033.9411/9-1957,

同
右
、
一
四
五
―
一
四
七
ペ
イ
ジ
。

（
50
）　

こ
の
機
関
は
六
月
初
旬
に
岸
構
想
を
取
り
ま
と
め
る
段
階
で
、
直
ち
に
構
想
が
実
現
困
難
な
場
合
の
代
案
と
し
て
経
済
企
画
庁
が
提

案
し
て
い
た
も
の
だ
っ
た
。
保
城
、
前
掲
、
一
五
八
―
一
五
九
ペ
イ
ジ
。

（
51
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.3010, June 17, 1957, 890.00/6-1757, CSD

-FE
, Reel N

o.20.

（
52
）　M

em
orandum

 of Conversation, Septem
ber 10, 1957, 890.00/9-1057, CSD

-FE
, Reel N

o.21; 

朝
海
大
使
発
藤
山
大
臣
宛

電
信
第
二
一
八
七
号
（
一
九
五
七
年
九
月
一
一
日
着
）
外
務
省
記
録
「
藤
山
外
務
大
臣
第
一
次
訪
米
関
係
一
件
（
一
九
五
七
・
九
）」
第

一
巻
、A

́.1.5.2.5

、
外
務
省
外
交
史
料
館
。
以
下
、「
藤
山
訪
米
」
一
巻
。

（
53
）　M

em
orandum

 from
 Robertson to D

ulles, Septem
ber 19, 1957, 033.9411/9-1957,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
一
四
九
―
一
五

〇
、
一
六
一
―
一
六
五
ペ
イ
ジ
。

（
54
）　
「
藤
山
大
臣
、
ダ
レ
ス
国
務
長
官
会
談
録
（
昭
和
三
二
年
九
月
二
三
日
）」「
藤
山
訪
米
」
二
巻; FR

, 1955-1957, X
X

III, Part 
1, D

ocum
ent N

o.229.

（
55
）　

藤
山
訪
米
と
同
時
期
の
九
月
一
九
日
、
岸
と
ハ
ー
タ
ー
（Christian A

. H
erter

）
国
務
次
官
も
東
京
で
会
談
を
行
っ
た
。
し
か
し

極
東
歴
訪
の
中
の
目
的
の
な
い
訪
日
だ
っ
た
せ
い
か
、
岸
構
想
へ
の
応
答
案
は
「
研
究
中
」
と
さ
れ
、
会
談
で
も
同
趣
旨
の
発
言
が
な
さ

れ
た
。H

arter-Richards Far Eastern T
rip, A

ugust-Septem
ber 1957, Briefing Book, T

okyo, Conference Files 899A
, 

『
集
成
Ⅳ
』
九
巻
、
二
六
ペ
イ
ジ; T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o. 862, Septem

ber 20, 1957, 794.00/9-2057, R
D

S-IA
J, Reel 
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N
o.27.

（
56
）　

黒
崎
、
前
掲
、
一
〇
九
―
一
一
〇
ペ
イ
ジ; FR

, 1955-57, X
X

I, D
ocum

ent N
o.172.

（
57
）　Letter from

 M
acA

rthur to D
ulles, Septem

ber 7, 1957, 033.9411/9-757,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
九
三
―
九
四
ペ
イ
ジ
。

（
58
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o. 1090, O

ctober 14, 1957, 033.9411/10-1457,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
二
五
四
―
二
五
六
ペ
イ
ジ; 

M
em

orandum
 from

 Robertson to D
ulles, O

ctober 18, 1957, 033.9411/10-1857,

『
集
成
Ⅳ
』
二
巻
、
二
六
三
―
二
六
四
ペ
イ

ジ
。

（
59
）　
「
河
野
経
企
長
官
・
米
国
首
脳
会
談
（
昭
三
二
・
一
一
・
四
）」
外
務
省
記
録
「
日
米
外
交
関
係
雑
件
」
第
四
巻
、A

́.1.4.1.1

（
Ｃ

Ｄ-

Ｒ
番
号A

́-0432
）、
外
務
省
外
交
史
料
館; M

em
orandum

 of Conversation, O
ctober 21, 1957, 611.94/10-2157,

『
集
成
Ⅳ
』

四
巻
、
一
三
三
―
一
四
〇
ペ
イ
ジ
。

（
60
）　M

em
orandum

 of Conversation, O
ctober 22, 1957, 890.00/10-2257, CSD

-FE
, Reel N

o.21.

（
61
）　

相
反
す
る
説
明
の
載
っ
た
史
料
と
し
て
、「
河
野
経
企
長
官
・
米
国
首
脳
会
談
（
昭
三
二
・
一
一
・
四
）」、
前
掲; T

okyo to D
oS, 

D
espatch N

o. 596, N
ovem

ber 26, 1957, 794.00/11-2657, R
D

S-IA
J, Reel N

o.27. 

な
お
後
者
の
公
信
番
号
は
扉
以
外
は
五
九
七

で
あ
る
。

（
62
）　FR

, 1955-1957, X
X

III, Part 1, D
ocum

ent N
o. 239 and 240.

（
63
）　T

okyo to D
oS, T

elegram
 N

o.1160, O
ctober 22, 1957, 890.00/10-2257, CSD

-FE
, Reel N

o.21.

（
64
）　T

okyo to D
oS, D

espatch N
o.596, N

ovem
ber 15, 1957, 794.00/11-1557, R

D
S-IA

J, Reel N
o.27.

（
65
）　D

oS to T
okyo, T

elegram
 N

o.1122, N
ovem

ber 15, 1957, 890.0094/10-2957, CSD
-FE

, Reel N
o.25.

（
66
）　T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.1381, N

ovem
ber 19, 1957, 890.0094/11-1957, ibid.

（
67
）　D

oS to T
okyo, T

elegram
 N

o.1230,D
ecem

ber 5, 1957, 890.0094/11-1957, ibid.

（
68
）　D

oS to T
okyo, T

elegram
 N

o.1297, D
ecem

ber 12, 1957, 890.0094/11-1957, ibid. 

駐
日
大
使
館
か
ら
の
協
議
報
告
の
遅
れ

の
た
め
、
こ
の
訓
令
は
実
際
の
協
議
に
前
後
し
て
発
電
さ
れ
た
。

（
69
）　

東
郷
米
二
課
長
「
一
二
月
一
〇
日
大
臣
マ
ッ
ク
ア
ー
サ
ー
大
使
会
談
録
（
昭
和
三
二
年
一
二
月
一
〇
日
）」
外
務
省
記
録
「
日
米
外

交
関
係　
藤
山
外
務
大
臣
・
在
京
米
大
使
（
米
国
要
人
を
含
む
）
会
談
録
」
第
一
巻
、A

́4.1.4.1.1-3

、
外
務
省
外
交
史
料
館
。
引
用
し
た
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発
言
は
全
文
記
録
の
日
本
側
記
録
に
の
み
存
在
し
、
電
報
に
よ
る
要
旨
報
告
で
あ
る
米
国
側
記
録
に
は
存
在
し
な
い
。T

okyo to State, 
T

elegram
 N

o. 1551-1555, D
ecem

ber 10, 1957, 611.94/12-1057,

『
集
成
Ⅳ
』
四
巻
、
二
五
七
―
二
六
二
ペ
イ
ジ
。

（
70
）　

経
済
局
第
三
課
「
東
南
ア
ジ
ア
経
済
開
発
基
金
計
画
に
関
す
る
件
（
昭
和
三
二
年
一
二
月
一
〇
日
）」
外
務
省
記
録
「
本
邦
対
米
国

経
済
関
係　
在
京
使
臣
、
経
済
局
長
会
談
関
係
（
定
例
会
議
）」
第
六
巻
、E ́.2.3.1.1-1

、
外
務
省
外
交
史
料
館;

「
牛
場
経
済
局
長
・
チ

ボ
ド
ー
公
使
会
談
の
件
（
昭
和
三
二
年
一
二
月
一
二
日
）」、
同
右
。
文
中
の
「
ア
ジ
ア
開
発
基
金
」
は
、
将
来
岸
構
想
に
組
み
込
む
こ
と

を
想
定
し
日
本
国
内
で
準
備
さ
れ
て
い
た
国
内
基
金
を
指
す
。

（
71
）　

黒
崎
、
前
掲
、
一
一
〇
―
一
一
一
ペ
イ
ジ; T

okyo to SoS, T
elegram

 N
o.1620, D

ecem
ber 17, 1957, 890.0094/12-1757, 

CSD
-FE

, Reel N
o.25; D

oS to T
okyo, T

elegram
 N

o.1379, D
ecem

ber 24, 1957, 890.0094/11-957, ibid.

（
72
）　

保
城
、
前
掲
、
三
〇
四
―
三
〇
五
ペ
イ
ジ
。

（
73
）　
「
牛
場
経
済
局
長
・
チ
ボ
ド
ー
公
使
会
談
の
件
」、
前
掲
。

（
74
）　

福
田
赳
夫
「
日
米
協
力
の
新
段
階
」『
ア
ジ
ア
問
題
』
一
九
五
七
年
八
月
号
、
四
八
ペ
イ
ジ
。

（
75
）　M

em
orandum

 from
 Robertson to D

ulles, O
ctober 18, 1957, 

前
掲
。

〔
追
記
〕　

本
稿
脱
稿
後
の
二
〇
一
八
年
一
二
月
一
九
日
、
一
九
五
七
年
の
岸
総
理
訪
米
に
関
す
る
日
本
側
外
交
記
録
が
公
開
さ
れ
た
。
筆
者

は
校
正
作
業
の
際
こ
れ
ら
の
記
録
を
参
照
し
、
論
旨
に
変
更
の
必
要
が
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。


